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２０１９年度 

産業構造審議会 産業技術環境分科会 地球環境小委員会 

 電子・電機・産業機械等ワーキンググループ 

 

日時 ２０２０年１月１７日（金）１５：００～１７：００ 

場所 経済産業省別館９階 ９４４会議室 

 

○梶川室長  こんにちは。少しお時間が早いのですけれども、委員の方と業界の方も集

まっていただいておりますので、これから産業構造審議会地球環境小委員会電子・電機・

産業機械等ＷＧを開催させていただきたいと思います。 

 私、産業技術環境局環境経済室長の梶川と申します。きょうはよろしくお願いいたしま

す。 

 本日は、産構審の委員６名の方々と、中央環境審議会からも２名ご参加いただいており

ます。 

 本日の審議は公開とさせていただきます。 

 まずは、開催に先立ちまして、秋元座長より一言ご挨拶をいただきたいと思います。よ

ろしくお願いします。 

○秋元座長  地球環境産業技術研究機構、ＲＩＴＥの秋元と申します。このワーキング

グループの座長を仰せつかっております。 

 冒頭、少しということですので、最近の状況ということで、私の思っているところを申

し上げますと、昨年、日本政府はパリ協定に基づく長期戦略を出したということでござい

ます。そこでは21世紀後半のできるだけ早い時期に正味でゼロ排出を目指すという非常に

意欲的な目標を出しているわけでございまして、そういうところに向かって進んでいくこ

とが我々、求められているだろうと思います。ただ、一方で、短中期の着実な排出削減を

しっかりやっていったその先にそういったゼロエミッションの姿があると思いますので、

そういう時間軸も踏まえながらこの問題を捉えていくということが大事かなと思っており

ます。 

 昨年12月にはＣＯＰ25がありまして、そこでも非常に強い排出削減への期待というか要

請が出されたと理解しております。ただ、一方で、この問題はそう容易ではなくて、意見

の相違はかなりあって、大きくみんなが、世界全体が合意して削減にすぐ進むといった状
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況でないというのも事実でございます。 

 非常に難しい課題がある中で、まず、先ほども申し上げましたように、2020年になりま

したけれども、2030年に向かって着実に排出削減を進めていくという取り組みとともに、

国内もそうですが、製品ベース、プロダクトベースで世界に展開して、ＣＯ２を削減して

いく。経産省さんはグローバル・バリューチェーンという概念も打ち出されてきています

が、そういった中で削減していくということ。そして海外で貢献するという要素。そして

長期に向けてはイノベーションを実現していく。大きく４つの柱をメインにしながら、こ

れはずっとこれまでこのフォローアップの中でも取り組んできた課題でございますが、そ

ういった４つの視点、きょう、総合的に拝見させていただいて、このフォローアップの会

合は何か懲罰的な話ではなくて、よりよい今後の対応が皆さんでできるように考えたいと

いう目的ですので、お忙しい中、お集まりいただいておりますが、有意義な議論にさせて

いただければと思います。よろしくお願いいたします。 

○梶川室長  秋元先生、ありがとうございます。 

 本日は、2018年度の低炭素社会実行計画の進捗状況と、2019年度以降の見通し、目標達

成に向けた各団体の取り組みについてご説明いただくために、電機・電子温暖化対策連絡

会、日本ベアリング工業会、日本産業機械工業会、日本建設機械工業会、日本工作機械工

業会の皆様にご出席いただいております。 

 まず最初にご説明いただきますけれども、あらかじめお願いしていたとおり、電機・電

子温暖化対策連絡会は持ち時間10分間、それ以外の団体の皆様におきましては８分という

ことで説明をいただきたいと思います。終了２分前にメモを入れますので、ある程度時間

どおりに終わらせていただけるとありがたいと思います。ご説明は時間どおりに終了させ

て、しっかりと委員の方々のご意見をいただくということで運営していきたいと思ってお

ります。 

 それでは、議事に移りたいと思います。以降の議事の進行につきましては秋元座長、お

願いします。 

○秋元座長  それでは、議事に入ります。まずは、事務局から配付資料の確認及び資料

３の説明をお願いします。 

○梶川室長  お手元のｉＰａｄで資料をお配りしています。不備がある方、いらっしゃ

いますでしょうか。――電子機器なので、途中で動かない可能性があると思いますが、そ

の場合は手を挙げていただければと思います。 
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 では、早速私から、お手元の資料３の実績進捗状況についてご説明させていただきたい

と思います。 

 ご案内のとおり、低炭素社会実行計画の４本の柱に基づいて各業界に報告いただいた内

容をまとめた資料でございます。縦の軸が業界です。 

 横の軸が今申し上げた４つの柱について記載しておりまして、まず１つ目の柱立ては削

減目標ということで、目標指標、基準年度、2020年と2030年の削減目標に加えて、2018年

の実績が書いてあります。さらに2020年と2030年の進捗率と削減目標を記載しております。

これにつきましては目標指標や水準、進捗状況に関して妥当性があるかどうかということ

をご確認いただければと思います。 

 ２つ目と３つ目の柱は、低炭素製品の他部門での貢献と、右側に海外での削減貢献とい

う箇所があるかと思います。ここにつきましては各業界の強みを生かした削減貢献の定量

的、定性的な評価を実施できているか、発信できているかという点をご確認いただければ

と思います。 

 ４つ目の柱の、革新的技術の開発・導入については、先ほど秋元先生からありましたけ

れども、中長期の排出削減につながるような技術やサービスの開発・導入がしっかりと記

載できているかということをご確認いただければと思っております。 

 資料３の説明は以上となります。 

○秋元座長  それでは、資料４以降について、電機・電子温暖化対策連絡会様から順に

取り組みのご説明をお願いいたします。よろしくお願いします。 

○中野（電機・電子温暖化対策連絡会）  そうしましたら、資料４―１をお願いいたし

ます。電機・電子業界の「低炭素社会実行計画」の2018年度実績についてご報告させてい

ただきます。 

 私は、温暖化対策連絡会議長を務めさせていただいております中野と申します。よろし

くお願いいたします。 

（パワーポイント） 

 次のページをめくっていただきまして、まず、昨年度の審議会で評価いただいた点でご

ざいますけれども、グローバル・バリューチェーンでの削減貢献定量化の取り組みについ

てご評価いただきました。また、今後に向けて2030年度の目標の見直し、ＩｏＴ、ＡＩ等

の活用による効果の検討に関して期待をいただいたと認識してございます。 

 まず最初に、当業界の事業特性についてご紹介いたします。電機・電子業界は、ごらん
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のように非常に幅広い製品やシステムをさまざまな分野に供給している業界でございます。

また、国内総生産や雇用の確保等において国内製造業を下支えしていると認識してござい

ます。 

 当業界の実行計画では、特にライフサイクル的視点によるＣＯ２排出削減の観点で２点

を重点取り組みとしています。 

 １点目は、生産プロセスのエネルギー効率改善、排出抑制で、エネルギー原単位改善率

で年平均１％を目標にしています。フェーズⅠでは、2020年度に2012年度比で7.73％以上

改善としています。フェーズⅡにつきましては、ここでは見直し前の目標を記載してござ

いますけれども、見直しを行いましたので、その内容を後ほどご紹介させていただきます。 

 ２点目は、製品・サービスによる排出抑制貢献でございます。この取り組みと致しまし

て、現在、24の製品・サービスについて排出抑制貢献量の算定方式を確立しまして、毎年

度の業界全体の実績を公表しています。 

 ここから、2018年度の実績についてご報告いたします。第１の重点取り組みであります。

生産プロセスのエネルギー効率改善について、2018年度の実績は、グラフにありますよう

に、エネルギー原単位改善率で2012年度比24.79％の改善となりました。昨年度からします

と4.3ポイントの改善となります。 

 参加企業数につきましては、徐々に増加してきておりまして、省エネ法の特定事業者に

つきましては加盟企業の90％をカバーしている状況です。 

 次に、この改善要因を分析するために、改善率の実績を産業別に評価しました。電機・

電子業界は大きく組み立て分野と電子部品・デバイス分野に分けられます。業界全体とし

ては着実に改善が進んできている状況でございます。内訳をみますと、電子部品・デバイ

ス分野の改善が顕著ですが、組み立て分野につきましても地道な改善を進めている状況で

す。 

 業界全体の改善率はエネルギー使用量で加重平均しておりますので、エネルギー使用量

の75％を占める電子部品・デバイス分野の影響を受けやすいという特徴がございます。 

 電子部品・デバイス分野のうち、半導体の改善率をグラフに示しております。半導体を

除いた業界全体の改善率が16.74％に対しまして、半導体が40.86％と、半導体の改善が大

きく影響しております。要因としましては、生産増に加えまして、歩留まり向上等により、

エネルギー効率改善が進んだことが挙げられます。また、電子部品・デバイス分野はエネ

ルギー消費の固定分が大きいという特徴がありますので、生産活動量の変動が原単位改善
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率に影響しやすくなっています。今後、国内生産が減少していく見込みもありまして、予

断を許さない状況と考えております。 

 こういった状況ではありますけれども、2030年度目標である16.55％を２年連続して達成

しておりますので、2030年度目標の見直しを行いました。 

 具体的な見直し内容でございますけれども、共通目標は引き続きエネルギー原単位改善

率年平均１％とした上で、図に示していますように、2018年度実績からさらなる改善を目

指して、2030年度に12年度比で33.33％以上改善としました。これは当初2020年度時点で目

標達成した場合に、2020年度を基準年度として、以降年平均１％改善を継続するという考

え方を前倒ししたものです。 

 フェーズⅡに向けましては、2020年度実績をもってフェーズⅠのレビュー結果を踏まえ

た上で、基準年度や目標指標、算出方法等の変更を含めた計画の再検討を行うことにして

ございます。 

 これは2018年度の省エネ施策の実績を示したものです。当業界につきましては、過去か

ら着実に削減を進めてきておりますが、近年、削減量当たりの投資額が図に示した通り上

昇傾向にありまして、投資環境としては厳しい状況になっていっています。こうした状況

の中でも高効率機器の導入ですとか管理強化、生産プロセス改善などを組み合わせながら

地道に取り組んでいるところでございます。 

 ここからは先進的な省エネ施策事例を３件紹介しております。 

 このシートにつきましては、ＩｏＴ、ＡＩを活用して工場全体を改善した事例でござい

ます。個々の工程や設備の改善に加えまして、ＩｏＴ、ＡＩを活用しまして全体最適を進

めることでロス削減を実現してございます。 

 このシートは、エネルギー消費の大きい液晶半導体工場で地道な改善によって省エネを

進めた事例でございます。 

 これは中規模オフィスビルの設備更新での普及型ＺＥＢの事例でございます。太陽光発

電の効果も加えて67％の削減を達成しています。 

 このように各社、自社の技術も活用しながら積極的に省エネ施策に取り組んでいるとこ

ろでございます。 

 ここからは、第２の重点取り組みであります製品・サービスによるＣＯ２排出抑制貢献

についてご説明させていただきます。 

 電機・電子業界は、図の下のほうに示していますデバイスや機器による貢献に加えまし
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て、上のほうに示していますＩｏＴ、ＡＩ等を活用したソリューションを提供することで

オフィスや住宅、鉄道、発電などのさまざまな分野で社会全体の省エネ、低炭素化に貢献

しております。このような貢献が当業界に期待される大きな役割と認識してございます。 

 これは製品・サービスによるＣＯ２排出抑制貢献量の実績でございます。ごらんの４つ

のカテゴリーにおきまして、国内では単年度454万ｔ-ＣＯ２、稼働年数を考慮すると9,303

万ｔ-ＣＯ２となっています。 

 また、海外への貢献としまして、単年で1,293万トン、稼働年数を考慮すると２億4,000

万強の貢献量となってございます。 

 これは当業界の製品・サービスによるそれぞれのカテゴリーでのＢＡＵからの抑制貢献

量を示したものでございます。 

 これは当業界の製品・サービスで、2030年に向けましたグローバル排出削減貢献ポテン

シャルを推計したものです。例えばデバイス・省エネ製品では日系メーカーで最大12.7億

トンの削減ポテンシャルがあると推計しております。 

 また、ＩｏＴ、ＡＩ等を活用したＩＴ／ＩｏＴソリューションによる排出抑制ポテンシ

ャルについても試算してみました。ここではSociety 5.0の５つの戦略分野のうち、サプラ

イチェーンの次世代化と移動革命の実現を対象にＩＴ／ＩｏＴソリューションを抽出して

試算したところ、グローバルで最大で3.6億トンの削減ポテンシャルがあると推計しました。

詳細につきましては、示していますＵＲＬをご参照いただければと存じます。 

 また、当業界はエネルギー需給の両面で革新的技術開発を推進しております。例えば供

給側では高効率化等の技術開発を進めておりますし、先ほど申しましたようなＩｏＴを活

用したＩＴＳ、ＢＥＭＳ、ＨＥＭＳなどのシステム構築を進めているところでございます。 

 これはパワー半導体、ＣＣＳのロードマップとソリューションによる貢献拡大のイメー

ジです。今後も継続してこのような技術開発に取り組んでまいりたいと思ってございます。 

 ここからは、先日公表いたしました当業界の長期ビジョンについてご説明いたします。

基本方針としまして、バリューチェーン全体におけるＧＨＧ排出をグローバル規模で抑制

するとともに、バリューチェーンを広げて社会の各部門に対してもＧＨＧ排出削減に貢献

すること。それに向けて技術開発、共創/協創、レジリエンスの３つの視点から、多様な事

業分野を通じて気候変動、エネルギー制約に係る社会課題の解決に寄与するということを

掲げています。また、目指す姿としてエネルギー・電力インフラ、機器・デバイス、ソリ

ューションの３つの事業分野での将来像を描いております。詳細は参考資料をご参照くだ
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さい。 

 最後に、情報発信の取り組みとして、ポータルサイトやパンフレットを通じて業界内外

への情報発信をやってございます。また、省エネ報告会や工場見学会などを通じて、業界

全体の省エネ活動の活性化や実行計画参加促進につなげてございます。 

 以降、参考資料を添付してございますので、ご参考いただければと存じます。 

 以上で電機・電子業界からの報告を終わらせていただきます。 

○秋元座長  どうもありがとうございました。それでは、続きまして、日本ベアリング

工業会様、よろしくお願いします。 

○高柳（日本ベアリング工業会）  資料５―１をごらんください。日本ベアリング工業

会環境対策専門委員会委員長をしております株式会社不二越の高柳です。よろしくお願い

します。ベアリング業界における地球温暖化対策の取り組みについてご報告いたします。

２ページ目をごらんください。 

（パワーポイント） 

 初めに、昨年度の審議会で主なコメント、指摘事項の確認ですが、革新的な技術開発・

導入について継続的に取り組まれている状況を示してほしい旨のコメントや、ベアリング

が組み込まれた製品を通じてＣＯ２削減に貢献していることを定量的に示してほしい旨の

コメントがありました。この２件に関して、当工業会環境対策専門委員会で検討いたしま

した。 

 その結果、革新的な技術開発を継続的に取り組んでいる件については、昨年度事例を紹

介しました日本精工株式会社のオフセット軸減速機内蔵ハブ軸受ユニットのロードマップ

などを作成して、継続的な取り組み状況を紹介することとしました。 

 また、ベアリングが組み込まれた製品を通じてＣＯ２削減貢献を定量的に示す経緯につ

いては、ベアリングは機械に組み込まれる部品で多種多様であり、組み込まれる最終製品

や、その箇所の条件がさまざまであり、業界としてはすぐに定量化を示すことは難しい状

態にありますが、ベアリングはその機能自体が摩擦を減らすための省エネ製品であり、そ

れぞれの最終損益におけるベアリングのＣＯ２排出貢献量に関するデータを含めた事例を

収集し、紹介することといたしました。後ほど会員企業４社の事例を紹介させていただき

ます。 

 まずは、ページに従って、ベアリングの機能や業界の概要について説明いたします。 

 ３ページ目をごらんください。ベアリングはあらゆる機械の回転する部分に使われてい
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る重要な機械要素部品です。回転における摩擦によるエネルギーロスを減らすための部品

で、まさに省エネルギーそのものを機能としているものです。自動車や新幹線のような乗

り物はもちろんのこと、工場にあっては工作機械、あるいは製鉄所、発電所などの巨大な

装置や、家庭ではエアコン、洗濯機、掃除機などの家電製品にも使われています。また、

自然エネルギーを生み出す巨大な羽が回転する風力発電にも使われています。 

 ４ページ目をごらんください。例えば自動車でみてみると、エンジンやトランスミッシ

ョン、車輪などの部分に使用され、車１台当たりでは100～150個ほど組み込まれており、

なくてはならない部品です。業界団体の規模とすれば、加盟企業が32社、2017年度の売り

上げ規模は約9,100億円です。 

 次に、低炭素社会実行計画の2020年度目標と2018年度実績について説明いたします。 

 次のページをごらんください。国内の企業活動における2020年度の削減目標は、2020年

度におけるＣＯ２排出原単位を1997年度比で23％以上削減することに努めるとしておりま

す。この目標の前提条件は、電力の排出係数を3.05ｔＣＯ２／万ｋＷｈに固定すること、2

020年度の生産量は目標策定時直近の2012年度レベル以上とすることとしております。 

 ６ページ目をごらんください。当工業会の目標指数であるＣＯ２排出原単位の推移です

が、1997年度から現在に至るまで、赤色の折れ線グラフで示しておりますとおり、上下の

変動はありますが、減少傾向となっております。 

 ７ページ目をごらんください。直近の2018年度の実績では、基準年度の1997年度と比べ

て71.6％、つまり28.4％削減となり、目標の23％削減水準に達しております。経済産業省

指定の要因解析を行いますと、目標のＣＯ２排出原単位では1997年度比46.3ｔ-ＣＯ２／億

円減少していますが、事業者の省エネ努力は－48.3ｔＣＯ２／億円と削減に大きく貢献し

たことがわかります。 

 ８ページ目をごらんください。ＢＡＴ、ベストプラクティス導入の進捗状況では、コン

プレッサ関係、生産設備関連では既に目標、水準を超えております。また、熱処理炉関係

では、普及率が少しおくれていますが、会員の中には最新鋭の熱処理設備を導入し、省エ

ネを実現しています。これについても目標年度までに確実に進めていくことを計画してお

ります。 

 ９ページ目をごらんください。次に、低炭素製品・サービス等による他分野での貢献に

ついてです。冒頭で説明しましたとおり、ベアリングは回転における摩擦エネルギーによ

るエネルギーロスを減らすための部品で、使用段階でのＣＯ２削減に貢献しており、この
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ページは近年に研究が行われ開発されたＣＯ２排出量削減効果がある４つの主な製品を記

載しております。 

 その具体例として、10ページ目の低フリクションハブベアリングⅢがあります。これは

ＮＴＮが開発したものです。ハブベアリングとは自動車の車輪に使われているベアリング

で、ベアリング内部のグリースやシールなどを改造することにより、走行時の回転フリク

ションを62％低減し、車両燃費を0.53％改善した事例です。 

 11ページの事例は、複列４点接触玉軸受です。これは私が勤務している不二越が開発し

たものです。自動車の駆動用ベアリングの内部の最適化により、従来、円すいころで対応

していたものに対して40～80％のフリクションを低減させ、ＣＯ２排出量を0.29％削減す

ることができました。 

 12ページの事例は、次世代超低トルク円すいころ軸受、ＬＦＴ―Ⅳです。これはジェイ

テクトが開発したもので、自動車のトランスミッションなどに組み込まれているベアリン

グで、かくはん抵抗のトルク損失の低減及び潤滑油の流入を制御する保持器の計上を見直

したことにより、車の燃費を2.5％向上させることができた事例です。 

 13ページの事例は、高効率モータ用軸受で、日本精工が開発したものです。世界の電力

の約４割を占める産業向けモータの省エネを実現しております。この製品は、グリースを

開発し、回転時のグリースのかくはん抵抗を減らすことにより損失を６割低減し、2.4倍の

寿命を延長したことも含めてＣＯ２削減に貢献しております。 

 14ページの海外での削減貢献は記載のとおりです。 

 15ページ、16ページの革新的技術の開発・導入については、昨年ご紹介した日本精工株

式会社が開発しているオフセット軸減速機内蔵ハブ軸受ユニットの継続的な取り組み状況

を示しております。ロードマップに記載のとおり、2025年に電気自動車のうち、走行中非

接触給電ができる車両を500台普及する見込みで、その際のＣＯ２削減量は1.2万ｔ-ＣＯ２

と、2035年には9,000台の普及見通しで、ＣＯ２削減見込みは22万ｔ-ＣＯ２を試算しており

ます。 

 以上でベアリング業界における地球温暖化対策の取り組みの説明を終わります。ありが

とうございました。 

○秋元座長  どうもありがとうございました。それでは、続きまして、日本産業機械工

業会様、よろしくお願いします。 

○庄野（日本産業機械工業会）  日本産業機械工業会の庄野でございます。資料の第６
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を開いてください。 

（パワーポイント） 

 ２ページ目に行きまして、私ども、産業機械業界といっても非常に分野が広いので、ご

紹介させていただきますが、ここに表示されていますように、ボイラーから鉱山機械、化

学プラントの化学機械、圧力容器とかそういうもの、それとごみ処理、焼却炉が非常に金

額が大きいのですけれども、大気汚染防止装置、下水処理装置。また、右のほうに行きま

して、産業機械に使われます動力伝導装置や石油タンク、ガスタンク、業務用洗濯機やら

射出成形機等のプラスチック加工機械です。あと、下のほうにございます自動倉庫やマテ

ハンのいろいろな機器、港湾施設のクレーンなど、非常に多種多様な分野をカバーしてお

りまして、それぞれがそれぞれの産業の業界といわれるように、プレーヤーである企業も

全部いろいろ変わってくるという状況がございます。 

 次のページをごらんください。私どもの業界の今の受注金額の推移でございます。2017

年は下がっておりましたけれども、2018年、回復してきました。そういうことで久々に５

兆円を超えましたが、2019年はまた非常に景気が悪くなっておりますので、５兆円を切る

のではないかと見込まれておりますけれども、調査の対象の2018年は５兆円を超えるとい

う状況を推移してございます。 

 次のページをごらんください。ＣＯ２の排出量の推移を表示してございますけれども、2

018年は前年に比べまして6.4％減少ということで48.2万トンという形になってございます。 

 次のページをごらんください。エネルギー消費量の数字です。原油換算の推移でござい

ますけれども、エネルギー使用量も0.4％と少なくなってございますが、減少しております。

主にその要因としては、下に参考としておりますけれども、ＬＮＧなどへの転換もござい

ますが、使用エネルギー、電力のウエートがふえてくるというのが一番大きな要因かと思

っております。 

 次のページをごらんください。消費エネルギーの原単位でございますけれども、2018年

は6.6％減少して12.7キロリットルという形になってございます。先ほどいいましたように、

受注もふえて生産金額もふえてございますけれども、これは基本的には燃料転換というの

がございますが、一番大きいのは、設備稼働率が向上して生産性が高まったと。先ほど紹

介しましたように、割と固定的な設備を使って生産する産業実態がございますので、稼働

率が上がってきますと、エネルギーの原単位が下がってくるという産業構造が基本的にご

ざいます。 
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 次のページをごらんください。調査している工業会のカバー率ですけれども、生産金額

ベースでは76％と、回答企業数が若干下がっておりますが、さらに今後は努力していかな

ければいけないと思っております。目標に対してでございますが、2020年の暫定目標がご

ざいますが、これは今の段階ではその目標には達成しているということでございます。ま

た、2030年度の目標に対しても、基本的に今、達成したという数字になってございます。 

 これらの目標についてはいずれ見直しということも考えられるのかもしれませんけれど

も、私ども、産業の分野が広く、なおかつ受注生産の体制でございますので、将来どのよ

うになるのかというのはなかなか見通せないというところがございまして、各企業、それ

ぞれ努力はしてございますが、業界としての見直しの数字は今現在では検討段階にはござ

いません。 

 次に、会員企業から報告のありました省エネ対策事例でございますけれども、いろいろ、

それぞれの業界でやっているようなことと同じでございます。電熱設備関係は一番エネル

ギーが多いのですけれども、その関係で電源を変えたり、効率のいいもの、あと照明関係

は省電力の設備、空調関係も効率のいいものということで、それぞれ設備更新、改善を図

ってございます。 

 次のページに、設備以外での、前回でもどのような形で、ＣＯ２の貢献を定量的に何か

出せないかという話がございましたので、私どもの調査研究で出していたものをさらに分

析しまして、まとめております。特にごみ焼却でＣＯ２がたくさん出るのではないかとい

うご指摘が大分前はいろいろございましたけれども、今は一般廃棄物のごみ焼却が当然普

及しているのですが、その設備でも廃棄物発電が非常に普及してございます。そのエネル

ギーを利用して発電するということです。そして、そのごみの焼却の中での分類によりま

して、バイオマス発電をやっております。ＦＩＴで換算して電力販売とかしておりますけ

れども、約50％がバイオマス発電という形になってございます。 

 これが今後、ごみ処理が問題になってくる東南アジアで普及したら非常に効果があるの

ではないかということで試算いたしましたのが次のページでございます。特にアジアの場

合は生ごみが非常に多いものでございますが、メタンガスの発生がＣＯ２換算で非常に大

きくなってございます。 

 これが日本の効率のいいごみ焼却発電を普及しますと、次のページにございます。この

ような形でアジアの主要都市でのごみ発電、廃棄物発電が普及いたしますと、年間で1,21

8万トン削減できるのではないかという推計をいたしました。 
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 次に、海外での削減の貢献ということで、いろいろなＮＥＤＯの事業、また各種団体、

国との関係の技術協力等、各社がいろいろ努力してございます。 

 工業会の取り組みとして、最後にございます。いろいろ努力してございますけれども、

この詳細な説明については省略させていただきます。 

 以上でございます。 

○秋元座長  どうもありがとうございました。それでは、続きまして、日本建設機械工

業会様、よろしくお願いします。 

○内田（日本建設機械工業会）  それでは、建設機械業界におけます地球温暖化対策の

取り組みについてご説明させていただきます。次のページをお願いいたします。 

（パワーポイント） 

 昨年のフォローアップワーキングでご指摘いただいた事項の見直し点についてご説明さ

せていただきます。2030年目標の見直しに着手してほしいというところと、革新的技術の

成果の記載をしてほしい、これからのものではなく、これまでの成果でもよいというお話

でしたので、この２点について若干進めてきております。 

 課題としましては、景気動向によりまして生産量、エネルギー消費量ともに大きく左右

されますので、なかなか見直しが難しいというところがございましたが、本年、2030年目

標を超過達成となりましたので、担当部会にて見直しの検討に入ろうということで考えて

おります。 

 それから、革新的技術の成果を記載してほしいというところについては、各社の戦略的

な部分もありまして、先行発表が難しいというところでございましたが、今、バッテリー

建機が各社、プロト機段階のものが出されてきておりますので、そちらの記載を追加させ

ていただいております。 

 建設機械業界の概要でございます。油圧ショベル、ホイールローダ等を生産する製造業

の団体となっておりまして、業界の規模としては、企業数が103社、市場規模としては２兆

8,597億円となっております。 

 建設機械業界の低炭素社会実行計画の概要でございますけれども、2020年の目標につい

ては2008～2012年の５年平均実績に対して８％の削減、2030年については2013年実績に対

して17％の削減に取り組むということで進めております。業界として温暖化対策への取り

組みを的確に評価するため、生産変動で増減する消費エネルギー総量ではなく、消費エネ

ルギー原単位を採用しております。 
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 2018年度の実績値でございますけれども、生産活動量としては２兆7,739億円ということ

で、過去最高の数字になっております。このうち輸出が65％を占めておりまして、北米、

欧州、アジアの３大輸出先の需要が伸びたこと、それからマイニング向けの需要が好調で、

売上高は大幅に増加しております。国内についても2014年次排出ガス規制の継続生産猶予

期間終了に伴う旧型機需要の反動減がおさまりまして、ほぼ横ばいで推移しました。各社

の省エネ努力によりまして、また１社１事業所の閉所もありまして、エネルギー消費量は

減少しております。一方、海外需要を中心に生産量が上がったことから、エネルギー原単

位は大幅に減少しております。 

 右側のグラフは、３大輸出先でどれくらい占めているかというグラフを追加でつけさせ

ていただいておりまして、アジア、北米、欧州が３大輸出先になりますけれども、この３

地域でほぼ４分の３を占めているといった状況になっております。 

 こちらはエネルギー消費量とエネルギー原単位の2018年度の実績値になっておりまして、

エネルギー原単位としましては7.37ということで、2020年目標が10.69、2030年目標が8.0

8ですので、2020年比では457％、2030年比では142.8％の超過達成をしたというところでご

ざいます。 

 こちらは各社から報告のあった具体的な取り組みを記載させていただいておりますので、

ご参照いただければと思います。 

 低炭素製品・サービス等による他部門での貢献というところでございますけれども、建

設機械の燃費改善及びハイブリッド式を含めた省エネルギー型建設機械の開発と実用化と

いうことで、2020年度、約100万トン、2030年度、160万トンの削減見込みで考えておりま

して、2018年度の実績としましては約83万トンということで、2020年目標が100万トンです

ので、着実に進んでいるといった状況になっております。 

 こちらは海外での削減貢献ということで、製品からの排出分を定量化したものでござい

ます。こちらは昨年もご報告させていただいておりますけれども、１台当たりの平均ＣＯ

２排出量にＣＯ２の排出量削減率を掛ける。これは2020年燃費基準100％を全機械が達成し

たという、2030年のものはもうこの機械に全部入れかわっているであろうという想定のも

と、この削減率を使わせていただいております。そちらに世界の稼働台数（想定値）、と国

内メーカーの市場占有率を掛けさせていただいて、2030年の３機種合計の全世界でのＣＯ

２削減ポテンシャルは1990年度比で435.2万トンということで試算しております。正確に申

し上げると、先ほどご報告した160万トンというのが国内分ですので、435から160を引いた
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275万トンが海外分ということになります。 

 こちらは海外の工場での事例紹介になっております。工場からの排出分については、検

討は進めているのですけれども、定量化が難しいので、事例のご紹介をさせていただいて

おります。２つ事例をご紹介させていただいておりまして、いずれも日立建機さんの例に

なっております。 

 １つ目は、日立建機さんのインドの工場で慢性的な供給電力不足に対応するため、太陽

光パネルを導入。年間でＣＯ２の排出量3,500トン削減、電力コストは日本円で約2,300万

円の節約を見込んでいます。 

 こちらは環境に配慮した最新鋭の施設を開設ということで、こちらも日立さんがオース

トラリアに新設した施設について記載させていただいているものです。施設の壁、天井、

床に断熱材を使用したり、車体洗浄後の汚水を100％再利用できる設備をつくったとか、有

害物質の排出を防ぐために、工場の塗装施設には熱電着塗装エリアも併設したということ

でございます。 

 先ほど説明したものを写真で撮らせていただいて、張りつけたものになっております。 

 革新的な技術開発・導入でございますけれども、冒頭申し上げたとおり、バッテリー建

機の商品化が進んできておりまして、バッテリー建機についてはミニショベルがほとんど

であるが、各社ともにプロト機開発段階となっております。メリットとしてはメンテナン

スが容易、大幅な低騒音化、低ＣＯ２、排ガスの排出がないというところ、デメリットと

しては少量のためバッテリーのコスト高、充電インフラが整っていない、長時間稼働がで

きないということがございます。早ければ、ことし売り出しされるメーカーも出てくるか

もしれません。 

 こちら、業務部門と運輸部門での取り組みですけれども、目標は策定に至っていないと

いった状況です。運輸部門では、大型車両の輸送規制等がございまして、機械の積み込み

車両の台数がなかなか減らないという事情もございまして、個社努力だけではどうにもな

らない状況もあるのですけれども、各社いろいろ工夫されて取り組みを進めているといっ

たところです。 

 こちらは情報発信の取り組みを記載させていただいたものですので、ごらんいただけれ

ばと思います。 

 以上でございます。 

○秋元座長  どうもありがとうございました。それでは、最後になりますが、日本工作
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機械工業会様、よろしくお願いします。 

○市村（日本工作機械工業会）  資料８をごらんいただけますでしょうか。工作機械工

業会、市村でございます。それでは、私どもの業界の2018年度実績等についてご報告申し

上げます。 

（パワーポイント） 

 ３ページをごらんいただけますでしょうか。まず、工業会の概要について簡単にご説明

申し上げます。私ども工業会は2018年末段階で会員数103社、主な製品として、旋盤やマシ

ニングセンタなどの金属を加工する機械を製造する団体でございます。私ども日本の工作

機械メーカーは、最高水準の工作機械を世界に供給しております。生産額でございますけ

れども、2018年段階では、リーマンショックの水準まではまだ回復していないという状況

でございます。 

 続いて、業界のエネルギー削減目標について、2020年、2030年について改めてご報告し

ます。 

 まず４ページ、2020年の目標についてでございます。2020年の目標については、削減対

象をエネルギー原単位としまして、2008～2012年のエネルギー原単位の平均値を基準に、2

013～2020年の８年間で年平均１％削減することを目標としております。なお、この目標に

ついては、景気動向や達成状況をみて内容を見直すことも可能となっております。 

 ５ページをごらんください。次、2030年の目標でございます。こちらにつきましては、

前回のこの会議でも皆様方のご指摘がありました見直しについて、昨年、2019年５月に見

直しを行いました。その結果、2020年の基準値と同じでございますけれども、2030年まで

のエネルギー原単位を年平均0.5～１％削減と引き上げることといたしました。 

 続いて、2018年の実績についてご報告いたします。６ページをごらんください。2018年

の実績でございますけれども、エネルギー原単位は106.4リットル／100万円となります。

これは基準比で25％の改善となっております。その主な理由といたしましては、基準とな

る2008～2012年の生産額に比べて2008年の生産額が大幅に上昇したことと、会員企業の皆

様の地道な省エネ活動によるところが大きいかと思われます。 

 ７ページ、エネルギー原単位の推移と、８ページには生産額の推移を列記しております

ので、ご参考いただければと思います。 

 続いて、ＢＡＴの導入進捗状況でございます。９ページに示してあるとおりになってお

ります。私どものアンケート調査によれば、各会員企業の工場ではエネルギーの多くを空
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調関係、照明関係に主に消費しております。まずはこれらの消費エネルギーを削減するべ

く、各社では空調機器関係の更新や、高効率照明機具の導入によってエネルギー削減を行

っております。 

 次、10ページです。他部門や海外での削減貢献についてでございます。特に定量化され

たものではございませんけれども、私ども、工作機械、マザーマシンとして効率のよい工

作機械と、国内外の機械産業に提供させていただいて、皆さん、ユーザー様の消費エネル

ギーの削減に貢献しております。 

 次、11ページ、革新的技術の開発でございます。当会では従来製品よりも約20％の消費

エネルギー削減を目指して、ＣＦＲＰ（炭素繊維強化プラスチック）製５軸マシニングセ

ンタの開発に取り組みました。2015年に私どもが研究主体となり、加工システム研究開発

機構を設立し、会員企業や大学研究室、ＮＥＤＯ様にもお力をいただき、産学連携で研究

開発を初め、2018年には性能比較評価試験を実施したり、研究開発を進めました。その結

果、省エネ性能や加工効率で当初の目標を達成し、ＮＥＤＯから事業の合格を頂戴しまし

た。現在その実用化に向けて、精度安定化等の検証作業を行っております。 

 次、2018年の私どもの主な取り組みについて簡単にご説明いたします。12ページです。

私ども、きょうお配りしましたけれども、環境活動マニュアル、今回11版でございますが、

これを作成して会員企業にお配りして、またこれをデータベース化して、皆さんが活用し

やすいようにして、省エネ活動の推進並びに情報共有を進めております。 

 私どものご説明は以上でございます。ありがとうございました。 

○秋元座長  どうもありがとうございました。皆様、時間を守っていただいて、ちょう

ど予定どおりの時間という感じでございます。 

 それでは、ただいまご説明のありました各業種の取り組み内容について、ご質問、ご意

見等がございましたら、委員からご発言をいただきたいと思います。委員からの事前質問

に対する回答も参考資料として配付されているかと思いますが、そこも参照していただい

て、回答が十分でないというご意見もあれば頂戴できればと思います。 

 例年と異なりまして、今回は質問を２回に分けて行い、１回産構審の２～３名のご意見

をいただいてから、１回ご回答いただくという形をとらせていただいて、その後、もう一

度残る委員からご質問いただくという形にさせていただきたいと思います。産構審の委員

が終わりましたら、中環審もしくは環境省、事務局からご意見があればいただきたいと思

います。 
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 それでは、いつもではございますけれども、ご発言される場合はネームプレートを立て

ていただければと思います。いかがでしょうか。――それでは、３名いただきました。そ

こで１回切らせていただいて、田中委員、山下委員、岡部委員の順番でお願いいたします。 

○田中委員  毎度のことなのですけれども、こちらのワーキンググループの方々、過去

のトレンドですとか、実際に評価方法についても前向きにいろいろ工夫されて、毎回皆様

の工夫が少しずつ伝わってきて、実際に非常によくわかる資料となっていることも本当に

多くて、それでいて、その裏で実際に本当にしっかりと削減に貢献されているということ

で、とてもすばらしいと思っております。 

 まず、全体的なお話からさせていただきたいです。これは各産業界の方というよりは、

どちらかというと、こちらの評価のスキームに関係することですので、経産省の方に聞い

ていただいたほうがいいかとも思いつつ、お話をします。 

 まず、グローバル・バリューチェーンという言葉で、大変よい取り組みだと思っており

ます。私自身もそれについてちょっと研究がございます。グローバル・バリューチェーン

をこういった場でお話しされるときは、使われる側というか、まずは製品が使われる需要

の部分の展開というところを皆さん重点的に着目されていて、それはそれでとてもよい取

り組みだと思っております。 

 一方、バリューチェーンといったときに、遡及的にその製品が、もともと買ったものが

どのようなつくられ方をしたのかとか、どこでつくられたのかとか、つくられたときに、

さらにどういった負荷がその前のところであったのかという見方も今後少しずつ入れてい

ったほうがいいと思っております。例えばカーボンフットプリントといった言葉でいろい

ろなスキームが今後検討されるときというのは、実際、遡及的な話が大事になってきます

ので、そういったところも重要かと思っています。 

 それを考えると、次に問題になるのは、以前もこのワーキンググループで申し上げたか

と思うのですけれども、効率のよいものをつくる、つくって、それが実際に受け入れられ

て社会に浸透すると、当然その業界ではＣＯ２がふえてしまうということになりまして、

世界で市場に打って出ていくといったときに、それをどのようにするかというところが一

番厄介な問題だと思うのです。そうすると、ＣＯ２排出削減に大きく寄与するものについ

ては、今回のようにＣＯ２を定量的、あるいは定性的にも波及効果をみていただいている

ところを、今後はいかに本当の、その業界の削減貢献としてカウントするかというのを評

価しなければいけません。他のワーキンググループの方も全部そうなのですけれども、そ
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ういった評価スキームについて少しずつ進めることが必要です。やっとリスト化して定量

化するまでやっていただいた。次は、それをその業界の削減貢献としてどのようにみてい

くかといったところに踏み込んでやっていかないと、結局いいものをつくっても、ＣＯ２

を出してしまうから売れなくなるというのは本当に避けたいことですし、市場競争力を害

してはいけない、阻害しているようなことが絶対あってはならないと思いますので、それ

を評価方法でしっかりみていっていただきたいと思います。 

 全体に関すること、２点目として、例えば以前のワーキンググループで、何度か発言さ

せていただきました。削減にかかる技術を作る装置を作る部分を評価すべきであると。例

えば太陽光発電とか、そういったＣＯ２削減の技術の製造装置は日本が非常にリードして

いたというのが、このワーキンググループに私が参加した最初のころの話だったのです。

ところが、直近をみてみると、残念ながら、そういったところも中国とかに市場シェアを

とられてきてしまっています。では、この後どうするかというところでいうと、まさに日

本ならではの技術の信頼性ですとか、メンテナンスやサービスとか、そういったところの

ソフトも含めた形での技術の魅力をいかに世界にアピールして、世界市場に食い込んでい

くかということが今後とても重要だと思います。この場がいいのかどうかわからないので

すけれども、そういった市場占有率もどう上げていくかというのを検討する場があっても

いいのではないかと思っています。 

 時間をとり過ぎてしまうので、個別のコメントは少し控えさせていただきたいのですが、

質問と、少し個別の、２～３点だけさせてください。 

 まず、産業機械工業会さんの７ページのＣＯ２削減、2016～2018年で出されていたと思

うのですけれども、本当に細かい質問で恐縮なのですが、これは、累積なのか、つまり新

規増分がこれだけなのかということだけ確認させていただきたいと思っています。 

 ほか、建設機械工業会さん、世界削減についてのＣＯ２削減量を出されていて、すばら

しいと思いました。その内数に書いてあった、まさに私が先ほど申し上げた市場占有率に

ついて、これはほかの業界もそうなのですが、こういう海外でのものを考えるときに、そ

の市場でどれぐらい日本製品が食い込んでいくのか、これからこれをどう上げていくのか

というのがまさにＣＯ２削減量を上げる１つのポイントなのですが、では、どのようにし

たらそういったシェアを広げていけるのか、その魅力を発信していくのかが大事です。そ

れを考えると、業界の努力と、そういったスキームを定量化していく両方の努力があると

思います。 
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 まず、業界での努力、つまり、市場占有率を、どうやったらＣＯ２削減効果を上げてい

くということを海外の市場に向かってアピールしていくおつもりなのかなというのを教え

ていただきたい。例えば、それぞれの技術、機械の削減効果がほかの国がつくるものとど

のように差別化できるのか、どれぐらい自分たちのものがすぐれているのかといったとこ

ろをどれぐらい把握されていて、今後それを強みに押していくのかなというのを戦略など

があれば教えていただきたいし、もしなければ今後そういうことをちょっと考えていただ

きたいと思っています。 

 最後ですが、工作機械工業会さんの環境マニュアル、大変すばらしいと思います。特に

みてみますと、基礎となるような省エネに対するような技術のこともまとめていらっしゃ

るので、まさにほかの業界さんもこういったことをぱらぱらっとみただけでも、かなりい

いのではないかと思いますので、引き続きこういった取り組みを本当に評価させていただ

きたいと思います。 

 以上です。 

○秋元座長  どうもありがとうございました。それでは、山下委員、お願いします。 

○山下委員  田中委員が私の言いたいこととも重なって、色々とコメントをしてくださ

いましたので、それ以外の部分と、私も重ねて強調したい部分について申し上げたいと思

います。 

 まず、このワーキンググループの対象になっている業界の皆様はいつも着実に毎年成果

を挙げられているということに敬意を表したいと思います。その上で、やはりだんだん自

社の操業だけで成果をアピールするということは苦しくなってくるかと思いますし、また、

その年その年の業績、景気に左右されるということをどの業界さんもおっしゃっているか

と思いますので、グローバル・バリューチェーンでの貢献というところは、できるだけ定

量化をする、あるいは事例を示すといった形で、引き続ききちんと示していく努力を積み

重ねていただけたらありがたいと思います。 

 もう１つは、やはりグローバル・バリューチェーンでの貢献をするためには、選ばれる

技術、選ばれる製品をどんどん世に問うていっていただきたい。第５次エネルギー基本計

画でも、2050年に向けて、日本は技術戦略をきちんと考えて実現していかなければいけな

い、産業競争力を保つことで日本の経済を支えつつ、そして世界に貢献するという考え方

を強調していたかと思いますが、これは翻って考えれば、皆様の産業がどのように貢献し

つつ、国際競争に打ちかっていくかということで、まさにビジネスに結びつくことかと思
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いますので、その中で貢献していっていただければと思います。 

 個別の産業につきましては、電機・電子工業会で今既に24の製品・サービスについて貢

献量の推計方法を変えましたということでしたが、今後あと何製品ぐらい検討中かといっ

たことについて、もしお話しいただけるようでしたら、ご紹介ください。 

 ベアリング工業会は、着実にＣＯ２原単位でも、それからベストプラクティスでも前進

されているということだったかと思いますが、その中で紹介された先進的な技術というこ

とで、自動車用が非常に多かったかと思います。今後、従来のガソリン車のような内燃機

関での自動車メーカー以外のメーカーがどんどん参入してくるので、ぜひ中に入っていっ

て、省エネに貢献する部材であるベアリングの良い品を引き続きどんどん市場に出してい

っていただくということがグローバル・バリューチェーンの貢献になるかと思います。 

 産業機械工業会では、多種多様な製品を受注生産でやっていて、毎年構成も変わって、

予測もつきにくく、大変難しいという中、今回、大変立派な原単位の改善をされましたが、

これは翻っていえば、影響度が大きいさまざまな分野でいろいろなことが貢献ができると

いうことでもあります。各社の海外事例のご紹介などもありましたが、ぜひ今後も引き続

き努力を積み重ねていただければと思います。 

 建設機械工業会では、ベストプラクティス、一番よい燃費基準を達成した事例でグロー

バル貢献を計算していただいていますけれども、国内のメーカーの市場シェアが海外でふ

えれば、そのまま貢献度アップにつながりますので、ぜひよい製品を世の中に問うていっ

ていただきたいと思います。また、革新技術でリチウムイオンバッテリーのミニショベル

のご紹介がありましたけれども、これも例えば新しいエネルギーである水素を使うとか、

いろいろな展開があるかと思います。引き続きどうぞよろしくお願いいたします。 

 工作機械工業会は、毎年この環境活動マニュアルをご紹介いただいていまして、大変よ

い活動をされているかと思いますが、具体的に会員企業の皆様がこれをどのように活用さ

れているか、活用されると、さらにマニュアルに新たな企業が活用した結果として出され

ているのかという事例がもしありましたら、ご紹介いただければと思います。 

 以上でございます。 

○秋元座長  ありがとうございました。それでは、岡部委員、お願いします。 

○岡部委員  私は昨年度のワーキンググループで「革新的技術の開発・導入」に注目し

てコメント、質問をさせていただきました。本年度の資料やプレゼンテーションを拝見し

て、昨年の質問に対して、各工業会から前向きな回答をいただいたように感じています。
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私自身、このワーキンググループが非常に機能していると強く思っています。私の専門領

域は、経済学と歴史学の境界領域に位置しています。そこで、他の委員の方々と少し視点

をずらして、政策の歴史、すなわち「政策史」の視点も入れながら、幾つかの質問とコメ

ントをさせていただきたいと思います。 

 論点は多数ありますが、やはり環境技術の先進国としての日本の責務として、私は本年

度、「海外での削減貢献」に注目して、今日のワーキンググループに臨みました。この点に

ついて、事前の調査票や各工業会のご報告を伺ってきましたが、まず冒頭に説明のあった

資料３の概要によれば、海外での削減貢献について、リストアップと定量化を具体的に進

められたのが電機・電子連絡会と日本ベアリング工業会の２団体でした。 

 電機・電子連絡会は、私がこのワーキンググループに参加したのは2012年度からになり

ますが、その頃からＣＯ２の排出抑制貢献量の算定法に基づき、非常にオリジナリティー

あふれるプレゼンテーションをされ、また定量化も試みられているということで、高く評

価されてきたと思います。 

 日本ベアリング工業会に関しても、私も過去数年分を確認したのですが、2017年、2018

年、本年度はドイツ、フランスを取り上げ、各年で事例を変えながら、定量化等の試みを

進められています。 

 もう１つ、建設機械工業会も、本日のパワーポイントを参照していただくとわかるので

すが、一昨年度に初めて油圧ショベルについて定量化されて、本年度も油圧ショベルやホ

イールローダについて試算され、この３年で大きく変わったというように感じています。 

 他方、これは苦言ではなく、これからのお願いということで聞いていただきたいのです

が、産業機械工業会は、海外での取り組みの事例をパワーポイントで非常に詳細に説明さ

れていて、この点は非常に勉強になりました。ただ、受注生産の産業機械ということで、

定量化が難しいという回答が数年来続いています。事務局作成の調査票の質問事項をベー

スとしながらも、電機・電子連絡会のような形の独自の指標や、何らかの手法でもう少し

具体的な記述を考えることができないでしょうか。この点を進めていけば、業界全体とし

ての環境に対する貢献が国際的に広く喧伝できるのではないかと思いました。 

 もう１つ、工作機械工業会ですが、こちらも海外生産を実施している企業が少ないとい

う背景があるのは重々承知しているのですけれども、調査票の概要をみると、ユーザー企

業の海外生産比率も上昇しているということですので、少なくとも取り組み実績等につい

ての記述を来年度以降進めていただければ、より充実したものになると思います。その上
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で定量化の検討もなされていくのではないかと感じました。 

 冒頭に挙げた政策史という視点で考えたときに、パワーポイントだけでなく、調査票の

記述を全体としてより充実させていただければと思います。事務局作成のフォーマットが

あるのは理解できますが、電機・電子連絡会のように産業の特性等に合わせて、それぞれ

海外での削減の取り組みや貢献を記述できるのではないでしょうか。おそらく定量化にこ

だわり過ぎると、最初から不可能と考えてしまい、なかなか議論が進まないような気がし

ます。 

 公開される調査票に記載されることで、考察が可能となり、また可視化することが可能

になります。冒頭で私は政策史という表現を使いましたが、将来、この令和の時代を振り

返った際に、調査票から各工業会や産業がどのような取り組みを国際発信していたのかと

いうことが具体的に明らかになると思います。来年度というのはすぐには難しい工業会も

あるかもしれませんが、もう少し時間をかけても構いませんので、今後ぜひ海外での削減

貢献についての記述を充実させていっていただきたいと思います。 

 以上です。 

○秋元座長  どうもありがとうございました。それでは、３名の委員の先生にコメント、

質問いただきましたので、それぞれ、多分皆様に関係する話があったと思うので、コメン

トいただいたものに対するコメントでも構いませんので、もしよろしければ順番に少しご

回答いただければと思います。それでは、よろしくお願いします。 

○中野（電機・電子温暖化対策連絡会）  電機・電子でございます。コメントいただき

まして、どうもありがとうございました。 

 具体的にご質問のありましたところにつきまして、現状、24の製品・サービスについて

定量化していますけれども、拡大していくのかということにつきましては、現状、この24

の製品・サービスについて貢献量を算出する方法論を策定し、策定したものから算出して

きてございます。今後でございますけれども、2020年にフェーズⅠが終わりますので、フ

ェーズⅡに向けまして全体の計画をまた見直していこうと考えてございます。今後は、よ

り貢献度の大きいもの、共通性の高いものについてフォーカスしていって、方法論を策定

していこうと思ってございます。 

 特に、突出して難しいところとしまして、話にも出しましたけれども、ＡＩ、ＩｏＴに

対応したソリューションについては、いろいろなケースがございます。そういったケース

に対して、どのような方法論で評価していくのかというところを、特に検討して進めてい
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きたいと考えてございます。 

 以上でございます。 

○高柳（日本ベアリング工業会）  ベアリング工業会の高柳です。コメントありがとう

ございました。 

 ベアリング工業会の他部門での貢献事例のご質問で、やはりメーカーと一緒に開発して

いるものは軸受の車のものが多くて、その他もありますけれども、まだまだ秘密裏という

か、進めている最中で出せないというのが実情です。 

 今回出した４事例の４つ目の日本精工の高効率モータの軸受は、電動モータのグリース

等のかくはんの事例です。あと、特にＥＶ化を進める中で、ベアリングの機能とほかのも

のと合わせたような、省スペースだったり、高効率だったりというのが進んでいますので、

電動化の中で、またいろいろな貢献を発表できる段階で事例を整理していきたいと思いま

す。 

○庄野（日本産業機械工業会）  産業機械工業会でございます。 

 まず、具体的にご質問のございました各年度の省エネ対策の数字でございますけれども、

これ、対策をした会員さんの具体的な数字なので、各年の数字でございます。細かいもの

ではなくて、大きいもので対策効果がわかるものの投資金額とＣＯ２の削減効果を出して

もらったその年の累積でございます。 

○田中委員  つまり前の年のものは…… 

○庄野（日本産業機械工業会）  入っていません。その年にどんな設備を入れて、どれ

だけ出したかという形になります。 

 あと、ＣＯ２の削減の効果とか何かですけれども、どのように自己ＰＲしていいのかと

いうのはなかなか難しいところがございまして、いろいろな種類もございまして、できる

だけ概算でも出せるような努力は今後ともいろいろしていこうかと考えております。 

 以上です。 

○内田（日本建設機械工業会）  建設機械工業会でございます。いろいろコメント、ど

うもありがとうございます。 

 具体的にご質問のあったのは、田中委員からの１つだけかと思われます。市場占有率を

考えて、どうすぐれた製品を海外に輸出していくのか、入れていくのかというご質問であ

ったかと思うのですけれども、多分３つぐらいあると思われます。 

 １つは、ここでご報告させていただいているとおり、燃費基準がすぐれた機械は海外メ
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ーカーと比較しても、日本製のものはかなりすぐれているというところもあります。それ

から、ＩＣＴ建機です。やはり無駄掘りが減る分、ＣＯ２の排出等も当然減っていきます

ので、こういったところの販売の拡大であるとか、革新的な技術のところでもご報告させ

ていただいておりますけれども、バッテリー建機、どうしてもバッテリー式のものなので、

小型の機械になってくると思うのですが、特に、６トン未満のものをミニショベルと呼ん

でおりますが、ミニショベルなどは日本製品の評価が非常に高い。特にヨーロッパ等で日

本製のものは評価が非常に高いです。ヨーロッパは狭隘な道に入って作業するとか、そう

いったものが多いので、バッテリー建機のＣＯ２排出は当然ゼロというところもありまし

て、こういったところも市場占有率を上げていく１つの製品になるのかなと考えておりま

す。 

 

 以上です。 

○市村（日本工作機械工業会）  山下委員からのご質問、マニュアルの活用事例でござ

いますけれども、特段これということは余り――全体的な書きようとしまして、このマニ

ュアルをごらんいただくとわかりますとおり、削減効果とか投資金額とか、いろいろ基本、

目安となる金額が書いてありますので、大体活用するに当たって、そういう目安がござい

ますので、非常に活用しやすいという意見はいただいております。 

○秋元座長  もし事務局からあれば。 

○梶川室長  田中委員から全体のご質問ということで、私が全部答えられるかわからな

いのですけれども、お答えしたいと思います。２点ほどいただいていると思います。 

 １つは、グローバル・バリューチェーンで、それぞれの業界について、需要がどれほど

見込まれるかということだけではなく、もう少し遡及的にやる必要があるのではないか、

その中でカーボンフットプリントなども重要であるというお話があったかと思います。ご

指摘のとおりであると思っておりまして、まさに製造の原材料の段階からどれほど削減し

ているのかという点は、経産省でもグローバル・バリューチェーンを通じた削減貢献量の

定量化ガイドラインを出しておりまして、ある程度基本的な考え方をそろえいく必要性を

認識しております。 

 さらに、製品の製造段階ではＣＯ２がふえてしまうものの、製品の使用段階、需要サイ

ドでは、ＣＯ２削減効果があるといった製品について、どのように削減効果をカウントす

べかといったご指摘もあったかと思います。これについては、先ほどのガイドラインの基
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本的な定量化の中で、誰と誰がどういう形でそれを取り合うかといった点については、実

際まだ結論が出ていないと思っています。それは国際的な枠組みでいけば、まさにＣＯＰ

の６条の話のように、どういう形でカウントするかということについてまだ結論が出てい

ないところがありまして、今の段階で明確にはいえないのですが、まさにこの点は議論し

ていく必要があるのではないかとは思っております。 

 もう１つは、製造局もいらっしゃっているので、後ほどお答えいただいたらいいかと思

うのですけれども、製造装置など、もともと技術的には強かったが、だんだん中国も含め

て市場がとられているのではないか、そういうところに対しての成長戦略みたいなものを

考えるべきではないかという話があったかと思います。このテーマはこの場で議論すべき

範疇ではないと思いますが、私、前職は内閣官房の再生事務局の所属でもありまして、日

本の成長戦略をつくっておりました。まさにそこで、例えばデータなりＩｏＴなり、さま

ざまな環境以外の価値も含めて競争が起こっており、その中で日本の企業がどういう形で

市場をとっていくかという議論しておりました。もちろんその中の１つの価値として環境

価値というのがあると思うのですが、企業からしてみると、環境は１つの要素だが、ほか

の要素もある中での競争で、そういう戦いをしていくということかなとは思っています。 

 我々、環境経済室としては、環境という価値がしっかりとマーケットの中で評価されて、

それが何らかの形で付加価値となって、市場に出回っていく形にしていくことに意味があ

ると思っているので、今後とも市場の中で環境価値がわかるような活動をしていくのは大

事であると思っていますが、そのほかの指標をどのようにとっていくかといった話は、製

造局でやっているところでございます。もし製造関係で何かあれば。 

○松本課長補佐  製造局産業機械課です。和泉が急遽来られなくなったので、私、かわ

りに出ております松本と申します。課長補佐をしております。 

 まさにおっしゃっていただいたとおりで、産業界で環境価値のみをもって製品が選ばれ

るのであれば、それを追求していくのですけれども、そうではない部分が当然あります。

中国製がどんどん出てきているというのは、総じていえば価格のところで勝っていってい

る。それはその製品を選ぶ側の立場の方々が何を優先して選んでいるのか。それは環境価

値ではなくて価格を選んでしまっているという言い方をしていいかどうかわからないので

すけれども、だからこそということかと思います。業界の方々はもちろん日本製のものの

付加価値を高めていくという努力の１つの中で、環境に優しいものですということはやっ

ていただいて、それがきょう発表いただいた成果ですし、それに加えてコストの部分でも
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当然に戦っていただいていますし、それはどうやってとっていくかというのは、それぞれ

業界さんに応じていろいろ課題はあるかと思います。それはそれぞれに応じて業界で取り

組んでいただいていますし、我々もそれに協力できる部分では協力していっているという

状況をもっております。 

○秋元座長  田中委員。 

○田中委員  ありがとうございます。ちょっと話を聞いていて、いろいろな視点が混在

してしまうと、わからなくなってくる部分もあるかなと思いながら聞いていました。例え

ば私が申し上げた信頼性やメンテナンスといったところで日本製品のよさをほかの国のも

のと差別化していくというのは、環境以外の視点ではなくて、それすらも、例えば長期に

寿命が延びるということは、ＩＰＣＣの報告書でも、バリューチェーン全体でみると、つ

まり、全部の製品の最初から最後までみたらＣＯ２削減になるという評価もされています

ので、実はそこも絡んでくるかなというところを今聞きながら思っていたので、それだけ

つけ加えさせていただきます。 

○秋元座長  どうもありがとうございます。それでは、続いて、残り、ご発言をお受け

して、もしまた全体であれば、１回ご発言された委員の方もご発言いただければと思いま

すが、いかがでしょうか。――そうしたら、産構審側の委員全員だと思いますので、堀委

員、芝池委員ということで、残り、中環審側もいかがですか。――そうしたら、その後、

中環審、お二方にさせていただきたいと思います。それでは、よろしくお願いします。 

○堀委員  昨年度ほとんどの分野で目標値をクリアされまして、今回また資料を拝見い

たしますと、さらにご努力が実るような形で目標値が非常にうまくクリアされている。ご

努力に敬意を表するとともに、こういうときは今までのように少しずつ努力するというよ

りも、落ちついて現状をゆっくりと改善したりするような案を考えるとか、未来に向けて

のもっと思い切った戦略を練るようなチャンスかなと思っております。 

 そこで１点だけ強調したいのですけれども、前回もＩｏＴ、ＡＩをうまく活用できるの

ではないか、してほしいということを申し上げたのですが、今回はもう少し強くそこを申

し上げたい。我々の学会、コミュニティーも今あらゆる分野でＡＩとかＩｏＴ、そういう

情報トランスフォーメーションのＤＸというのをいかに入れて科学技術を進歩させようと

いうのがそこらじゅうで議論されている。こういったトピックスは、私の経験では、例え

ばここ40年とか50年で１度起きるか起こらないかという技術革新の芽があるのではないか

と思います。ですから、全分野でＡＩ、ＩｏＴをいかに導入して環境問題を解決するとか、
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削減量を定量化するというのは議論はされていると思いますけれども、もう少し戦略的な

プロジェクトみたいなのをつくって、一気にスピード感をもって、このテクノロジーをい

かに導入するかというのをやられるといいのではないかと思います。 

 それはおのおののコミュニティーで話すというのも１つかもしれませんけれども、いろ

いろな分野と絡むので、できればプロジェクトみたいなのをつくって、知恵と戦略、特に

今これをうまく導入すると、多分世界をリードできるイノベーションとか装置がつくれる

わけです。そのようなアクションを起こしてもいいときかなと思っています。極端なこと

をいうと、削減貢献の定量化のいろいろな方法があると思うのですけれども、そんなとこ

ろにもＡＩを使うとか、思い切ったことができるので、そこにチャレンジしてほしいと思

っています。 

 ２番目は、電機・電子さんのほうで少し気になるので質問させていただきたいのですけ

れども、事前質問すればよかったと今ちょっと後悔しているのですが、削減目標を牽引し

ているのは半導体といわれて、それの原因が、歩留まりを改善したといわれたのですが、

ちょっとそこら辺のからくりがよくわからない。 

 ２番目は、そういった状況をもとにして削減のための目標値を見直されているのですけ

れども、そこの根拠に特に半導体云々が出てきていないわけです。ですから、今うまく牽

引した半導体の事実と、将来、削減目標をつくるときに半導体がどれぐらい進捗をみてつ

くられたのかというシナリオがちょっとよくわからなかった。そこに今、ＡＩとＩｏＴを

入れるという試算もされてはいるのですけれども、その横で資料３をみるとウェハーの大

口径というシナリオ、テクノロジーもみえるのですが、将来に向けてのアクションがちょ

っとばらばらしているのではないかなと。ウェハーの大口径は多分10年間あり得ないので

はないかというのが私の直感なのですけれども、もう少しそこら辺を注意深く、ＡＩとか

ＩｏＴを入れてシナリオを練り直すと、さらにドラスチックな削減目標につながるのでは

ないかと思っています。 

 最後に、もう１つは、ＡＩ、ＩｏＴと並んで今すごい勢いで浮上してきたのが量子デバ

イス、量子コンピュータです。これについて使い方とか、いろいろな分野に絡むことです

けれども、環境という切り口で、量子コンピュータとか量子通信は導入されるのかどうか

というのを早目に検討されると世界的にも優位になれるのではないかと思います。そこら

辺について教えていただければうれしいです。 

 以上です。 
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○秋元座長  それでは、芝池委員、お願いします。 

○芝池委員  毎年非常にすばらしい結果をみせていただいて、本当にこのグループはす

ばらしいと思ってはいるのですが、それはもうわかり切っているということで、あえてい

ろいろとご質問させていただきたいと思います。今伺っていますと、全部、あるいはほと

んどの業界の方々が2030年の見直しをされたというところで、これは非常によかったこと

ではないかと思うのです。 

 それぞれ何％削減しますというところは、その業界のさまざまなご事情があると思うの

で、それはいいと思うのですが、問題は基準年なのです。別にけちをつけているわけでは

全然なくて、それぞれのご事情があると思いますので、なぜその基準年に設定されようと

しているのか、されたのかというところの正当性をぜひお聞かせいただければいいかなと

思います。 

 なぜそんなことを申し上げるかといいますと、こういう環境マネジメントなどをやって

いますと、皆様、当然取得されているＩＳＯ14001で最も重要なところは継続的な改善であ

ると思います。この継続的な改善を一番端的に示していくのは、やはりどんどん基準をそ

のときそのときに合わせてきちっと設定し直して、次に新たな目標を設定していくという

ことであろうかと思います。毎年１年ずつ着実に上げていくというのは、それはそれで構

わないのですけれども、そのときに大もととなる基準年をなぜその年に設定されるのかと

いうところをお聞かせいただければよろしいかと思います。 

 最初に申し上げましたように、皆さんのご努力がちゃんと数字にあらわれているので、

それに対しては非常に大きな評価をすべきだと考えています。何が大事かというと、これ

はやはりちゃんと全日本、オールジャパンの力として全世界に正しく発信する、あるいは

主張していただくということが重要だと思うのです。これはもちろん経済産業省の方にお

願いしなくてはいけないことかもしれませんが、少なくともＣＯＰで化石賞などをもらわ

ないように、しっかりと皆さんの努力を世界にアピールしていただきたいと思います。 

 その上で、そのときにやはり非常に強力なツールとなるのは皆さんの実績値になろうか

と思います。これをオールジャパンでの評価指標にしていこうとすると、サステナビリテ

ィーを考えると、もちろんＣＯ２の絶対量で評価というのは重要だと思いますが、原単位

の考え方もまた重要だろうと思います。原単位で出すからには、例えば、これまでの社内

の生産効率目標ではないので、全日本の目標にこれを昇華させていくと考えれば、分子と

分母をきちっと整合させて、分子と分母、どっちがどっちでも結構ですけれど、環境負荷
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のほうがライフサイクルであれば、当然価値のほうもライフサイクル、環境負荷のほうが

工場の部分だけであれば、価値のほうは工場でのみ生み出した付加価値というように定義

していけば、それらをきちっと総合していくことによって全日本のトータルの力を示すこ

とになる。あるいはバリューチェーン全体の力として評価ができるようになると思います。

これはどこがいいとか悪いとかではなくて、トータルできちっと評価して、全日本として

主張していくために非常に重要なツールになってくると思いますので、今後の目標、分析

の中の１つのツールとして、ぜひ考えていただきたいと思います。 

 そういう意味で、あと電機・電子さんとベアリングさんにだけ簡単な質問をさせていた

だきます。 

 電機・電子さんは毎年、貢献量をちゃんと算出していただいて、非常に頼もしいわけで

すが、ちょっと心配なのは、ＢＡＵをずっとスタティックに考えておられるところです。

やはり世の中、技術進展等はどんどん変わっていくわけなので、それを向こう10年間とか

何年間にどうにか見込んでほしい。そういうダイナミズムをきちっと分析の中に取り込む

ことができないかどうかをご検討いただけないかなと思います。それもやはり非常に重要

な精緻化で、最終的にはこの主張の客観性もしくは説得力の向上につながると思います。 

 あと１つ、ベアリングさんは62％ベアリングが向上して、燃費が0.53％向上したという

定量的なすばらしい結果を出していただきまして、非常にありがたいと思います。質問は、

自動車工業会さん、自工会さんもこの数値はきちっと共有されているかどうかというのを

教えていただきたいと思います。 

 以上です。 

○秋元座長  どうもありがとうございました。それでは、中環審側の委員で、斎藤様。 

○斎藤委員  ご説明どうもありがとうございます。私の思いも、委員の皆さまがすでに

なされた意見、質問等に反映されております。この分野では、業界団体の皆さまがよい製

品をつくるということで非常に貢献されていますので感謝しているところでございます。 

 簡単に２、３点だけで意見を述べさせていただきます。海外に向けてどうやってよい製

品をアピールしていくのかというのが非常に重要だと思っております。先ほど少しお話が

ありましたが、例えば中国製品などと比べると、コストのところはどうしても厳しい側面

があるという話でした。私は冷凍空調分野の専門でございますが、ある審議会でいよいよ

性能そのものも中国に負け始めたとの話がありました。この分野にいながらも初めて聞い

た話で、非常にびっくりしたのですが、本当なのかとの疑いも持ちました。真実は不明で
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すが、いずれにしてもどうやって機械の性能を評価し、世界に向けてアピールしていくの

かが非常に重要と考えています。日本人は非常にまじめで、アピールすることがあまりう

まくないと日々感じています。個人的には環境分野では日本の製品が圧倒的に高性能だと

確信をもっているのですが、そういう見方が出始めているので、ご紹介させていただきま

す。 

 それから、IoT、AIが製品自体に導入されているのは私もよく認識しているところですが、

生産設備のところもIoTやAIを導入すれば、低炭素化の余地が大いにあると考えています。

先ほど委員から説明がありましたが、ここは思い切って大胆なことをやる必要があるとこ

ろと思っています。車の自動運転をすぐに広めろなどというのは生命にかかわりますので

難しいことだと思うのですが、生産設備へのIoTやAIは比較的早い段階で進められるのでは

ないかと思っております。例えば蒸気の供給のところなど無駄なエネルギーを使っている

ところも多々ありますし、電機・電子分野の資料には記述がありますが、数理モデルを使

ってAIで学習したりすると、かなりの省エネルギーになる事例が、私自身が研究している

中でも多々出てきております。ぜひ良い事例をどんどん出していただいて、電機・電子の

ところだけではなくて、いろいろな分野に広まるようにしていただいたらいいのではない

のかなと思っております。 

 もう１つは、産業機械さんだと思うのですが、アジアでのごみ処理技術を積極的に広め

ていただいているということで、非常に重要なことだと思っております。これからエネル

ギーの分野で重要となるのは東南アジアだと思っておりまして、この10年ぐらい東南アジ

ア巡りをやってきておりますが、ごみのひどさだけでなく、すぐに電圧が下がってしまう

等電気の質の悪さも目につきます。無効電力だらけであり、この辺りを見直していけば省

エネはすぐにできるのではないかと感じながら日本に帰ってきます。我が国では省エネを

さらに促進するのがだんだんと厳しくなる状況の中で、東南アジアでしたら、比較的容易

に大幅な省エネルギーが可能だと思いますので、ぜひ日本のすばらしい技術が広まってい

くことを期待しているところです。 

 最後ですが、年初の挨拶だったと思うのですが、経団連会長が温暖化防止に向けて覚悟

をもって取り組むといわれておりましたので、既に厳しい状況かと思うのですが、もう一

段厳しい目標を立てていただければと思っています。覚悟をもつためには，ロードマップ

を作るしかないと個人的には思っています。その辺を来年度お示しいただけることに期待

しております。 
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○秋元座長  どうもありがとうございました。それでは、大江委員、お願いします。 

○大江委員  大江と申します。私は質問といいますよりは、お願いと思っているのです

けれども、私は自治体におきまして環境問題であるとか防災、危機管理を担当していたと

いう立場もございまして、そういう意味で地域での、あるいは自治体レベルでのＣＯ２削

減を進めていくということも大変重要だと考えている立場でございます。そういう意味で、

地域のほうで、最近は気候変動で災害が大変多いものですから、ＣＯ２削減、あるいは温

暖化対策が大変重要だということを住民レベルで非常に身近に感じているということで、

飛躍的に関心が高まったと感じているところでございます。 

 そういう意味では温暖化対策、あるいは気候変動対策に取り組む好機ということもいえ

るのかなと思っておりまして、自治体のほうで取り組みをもっと強化していかないといけ

ないのではないかと思うのですが、自治体におきましては、企業で頑張っていらっしゃる

取り組みはなかなか伝わってこないといいますか、情報が十分ではございませんで、企業

の取り組み、あるいは先進的な取り組みであるとか、すごい努力されているということを

ぜひ知って、それを使ってまたいろいろ活動に生かしたいと思うのだけれども、勉強不足

ということもあるのだとは思うのですが、なかなか十分な情報がないというところがござ

いますので、ぜひ先進的な事例であるとか、すごい頑張っていらっしゃる企業とか、そう

いったことを業界サイドでぜひお褒めたたえていただきまして、そういった情報発信をし

ていただけると、より具体的な情報となって、地域レベルでも活用させていただいたり、

紹介させていただいたり、企業もすごい努力されていますということをお話しするネタに

もさせていただけるのかなと思うわけでございますので、そのあたりをお願いしたいと思

っております。 

 もちろん自治体によりましたら温度差は随分ありまして、首長さんが関心があるところ

はすごいし、余り関心がないところはどうも余りというところはあるのですけれども、非

常に熱心な自治体も多数出ておりまして、そういう情報を活用できるところもありますの

で、余り大量にすごい資料を提供したり、みたりしても、とてもそしゃくができませんの

で、ぜひともそういう先進的な事例だとか、具体的な事例を発信していただけると、大変

役に立たせていただきたい、そのように使ってもらったらいいのではないかと感じている

次第でございます。 

 あわせまして、これは全く別のお話ですけれども、私は大阪で活動しているということ

もございますので、2025年に大阪万博が開催されますので、その際は大きなテーマとして
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ＳＤＧｓがあると思いますし、また地球温暖化対策の日本企業の先進的な取り組み、成果

を発信していただく場になるべきではないか、なっていただきたいとも思っておりますの

で、ぜひそういった意味でもそこで世界に向けて発信していく場として位置づけていただ

きたい。そこへ向けてさらにご努力いただきたいと考えているということでございます。 

 以上でございます。 

○秋元座長  どうもありがとうございました。それでは、もし環境省か事務局からご質

問、コメントがあればお受けしたいと思いますが、よろしいでしょうか。 

 それでは、今いただいた幾つか質問、コメントがあって、全てにあったかどうかちょっ

とわからないのですけれども、順番にご回答いただければと思います。よろしくお願いし

ます。 

○中野（電機・電子温暖化対策連絡会）  そうしましたら、電機・電子から回答させて

いただきます。 

 まず、複数の委員の方からコメントいただきました、ＡＩ、ＩｏＴの活用の促進につき

ましては、我々の長期ビジョンの中でも３つの柱の１つとして、今後、環境のみでなく、

非常に社会貢献できる大きなきっかけになるのかなとは思ってございます。ただ、現状、

業界全体でソリューションをつくっていくというより、まだ個社で対応していっていると

いった状況でございます。今後そういったところをより革新するというところと、その貢

献度を広げるために、情報提供だとか、業界で情報共有しながら進めていくという形でや

っていければと思っているところでございます。 

 あと、堀委員からありました、生産プロセス目標の改善につきまして、半導体が牽引し

ているというところに対してどのようにしていくのかということでございますけれども、

大口径化も含めまして、半導体のところはやはりクリーンルームという固定費の高い部分

をもってございます。それによって、生産高等々が変わったときに、その固定部分が原単

位に非常に影響が出てくるという構造になっています。ですので、大口径化といいますの

は、同じだけの電力、装置を使っていっても、アウトプットとして生産性を向上させると

いうことで、非常にエネルギー効率の高い手段にはなると考えているというところで、施

策の中に入れているといった状況でございます。今後そういったところをフェーズⅡに向

けましても、より見えやすく、また、わかりやすくするような形で検討を続けていきたい

と思ってございます。 

 もう１つ、量子デバイスについてでございます。私も勉強不足で、どこまで進んでいる
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かというのははっきり現状ではお答えできるわけではないのですけれども、まだ正直具体

的に、環境問題にどう貢献するかというところまでは検討が進んでいないように思ってい

るところでございます。 

 続きまして、芝池委員からありました基準年の考え方につきまして、私ども、現状、過

達していたところに対しまして、2018年度を基準としまして、これはやはり最新の年度を

基準とするというのが一番よいのではないかということを考えてございます。ただ、先ほ

ど申しましたいろいろな変動要素があります。単年を基準年度としていいのかどうかとい

うところも含めまして、フェーズⅡでより妥当なところを検討していきたいとは思ってい

るところでございます。 

 ２番目にありました原単位の考え方につきまして、整合させるべきではないかというコ

メントをいただいてございます。我々の業界は、いろいろな多様な業種から構成されてい

ます。生産の活動量を定量化するためには、これ１つで全体を示せるというものがなかな

かない状況でございます。そういった中で、それぞれの事業で省エネ法に準拠した原単位

を使っているということで、現状、最も妥当な原単位がそれぞれ選ばれているのではない

かと思ってございます。そういった中で、業界全体で統一するというのは非常に難しいか

なと思ってございます。 

 もう一点いただきました、当業界の製品・サービスによる貢献に関するＢＡＵの考え方

について、固定的にならないようにということにつきましては、今後、方法論の最新化を

図りながら、検討を進めていきたいと考えてございます。 

○高柳（日本ベアリング工業会）  ベアリング工業会から回答させていただきます。 

 芝池委員からありました基準年度につきましては、事前回答でもしておりますけれども、

当工業会は1997年と、ここにおられる業界の中で一番古いというか、前の基準年度なので

すが、環境自主行動計画の基準年をそのまま採用して、年１％ということで進めてきてお

ります。これは参加会員企業の生産現場、経営陣等の話し合いの中でも定着しているとこ

ろでありますので、この基準年度で採用していきたいと当工業会は思っております。 

 それと、今回、低炭素商品の他分野での貢献で、低フリクションハブベアリングで、Ｎ

ＴＮの自動車が走行時のフリクションを62％低減というものを紹介させていただきました

けれども、各会員企業の事例ですので、当工業会とすれば、自工会との話し合いという面

ではしておりません。ただ、ＮＴＮが使ったメーカーと共同開発というか、開発商品です

ので、そのメーカーとの中でこれだけ低減している、これをＮＴＮも公開していますので、
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その中では確認しているという情報を我々工業会は確認しております。 

○庄野（日本産業機械工業会）  産業機械工業会ですが、基準年度の件ですけれども、

国の約束草案が2013年だったと思います。それで私どもはそこを基準年度としてございま

す。ですから、その辺の基準がまた国が変われば、そこはまた変えていくという考え方を

もっております。 

○内田（日本建設機械工業会）  建設機械工業会です。 

 個別の質問はなかったという認識ですけれども、全体のご質問の中でＩｏＴ、ＡＩの活

用というお話ですが、先ほど申し上げたとおり、建設機械もＩＣＴ建機、国のアイ・コン

ストラクションの政策に伴って、大手各社、そういった機械を開発し、市場に投入し始め

ておりますが、なかなか高価な機械というところもありまして、すぐに広がっていくとい

う状況ではないのですが、国が施策として出されておりますので、各社、これからどんど

ん導入していくということにはなろうかと思います。一方で、国のサポートというか、そ

ういったいい機械をつくっても、なかなか国のサポートがないと機械が入っていかないと

いうところがありますので、ある程度導入するまで補助金をつけていただくとか、国の直

轄工事にはそういった機械を優先的に入れていただくとか、何かそういうサポートがない

と、なかなか入っていかないという部分もあって、なかなか難しいところかなと思ってお

ります。 

 それから、基準年のお話が出ましたけれども、2013年を基準、見直したときの一番いい

数字をもって、そこから１％ずつというところで考えて、2030年目標を作成しております。

今回2030年目標を超過達成しておりますので、これから検討し始めるわけですけれども、

直近の数字がいいのか、それとも何年かの平均がいいのか、これから担当部会の中で検討

していきたいと考えているところです。 

 以上です。 

○市村（日本工作機械工業会）  工作機械工業会です。芝池委員からご質問の基準年の

話でございますけれども、各団体、いろいろ考えがあるのでしょうが、私どもは特徴とし

て設備機械、マザーマシンとして非常に景気の変動を受けやすい、振れ幅が大きいという

ため、その当時、基準年はたしか京都議定書の目的期間だったと記憶しているのですが、

それで８年から12年の平均値として、それをずっと踏襲している状況でございます。 

 以上でございます。 

○秋元座長  どうもありがとうございました。これで一通り質疑応答は終わったのです
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が、もし追加でご質問等がございましたら、あと10分ぐらい時間が残っているので、その

範囲内でご質問等をお受けしたいと思いますが、いかがでしょうか。――よろしいでしょ

うか。そうしたら…… 

○梶川室長  今の議論に関連して、少し政策に関するご紹介もしたいと思います。ＡＩ

とかＩｏＴを活用していくべきという話がありましたが、来週ぐらいに、カーボンニュー

トラルに向けた日本の強みのある技術をしっかりと特定して戦略として取り組んでいこう

としております。その中には電力、ネットワークのところはもちろんＩｏＴとかビッグデ

ータを活用しながら最適なものをやっていくといった構想が入っておりますので、もちろ

ん足元、2030年、着実にやるということのほかに、カーボンニュートラルに向けての非連

続的なイノベーションに向けた投資を促進していこうという取り組みを考えております。 

 もう１つは、最初の田中委員のご質問に加えて、ほかに海外でのＰＲをやったほうがい

いのではないかという点について、ここ最近の動きをお伝えしますと、結局、日本の製品

は技術がよくて、環境価値もあるけれども、なかなかアジアで価格も含めてわからない。

もしくは、本当はライフサイクルでみてみたら価格は安いのだけれども、それがわからな

いという話がございます。 

 この点について、ＣＥＦＩＡ(Cleaner Energy Future Initiative for ASEAN）という取

り組みをスタートしています。ＡＳＥＡＮに向けてよりよい環境技術のあるものをビジネ

ス主導で入れていこうという枠組みで第１回のフォーラムを昨年11月、フィリピンで行い

ました。イメージとしては、今申し上げたような課題がある中で、ビジネス主導で技術と

制度を一緒に輸出していく。ＧｔｏＧで制度もしっかりと議論しながら、その中にビジネ

スをしっかりと入れ込んでいくという取り組みを始めています。具体的には、省エネ効率

のいいエアコンがあると。エアコンはすごく効率がいいのだけれども、高い。しかし、省

エネラベルや、ライフサイクルでみるとこれぐらいいいものだということを制度も含めて

紹介する。そうすると、まさに環境価値が経済価値化して、売れるようになっていくとい

ったことを実際始めています。 

 つまり、本日発表のあった業界さんの海外貢献の製品とかサービスについても、相手国

の制度と一緒に導入していくと、それが１つの大きな市場開拓になると思っています。ま

だ始めたばかりなので、これからということだと思いますけれども、まさにＧＶＣで取り

組んできたような取り組みの１つの政策の出口として、そのようなものを始めているとい

うところでございます。ご紹介まで。 
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○秋元座長  ありがとうございました。それでは、よろしいでしょうか。大体時間にな

りましたので、これで終わりたいとは思いますが、きょうの議論のまとめが必要ですので、

簡単に私のほうできょうあった議論をまとめたいと思います。 

 例年どおりでございますけれども、このワーキンググループは非常にできがよくて、目

標もしっかり達成していただいていて、しかも資料もわかりやすいということで、皆さん、

全ての委員ぐらいからお褒めの言葉があったと思います。私もそのように評価しておりま

す。ただ、そこにあぐらをかかずに、よく要因を分析しながら、本当に努力しろがどうな

っているのかとか、そういうことを自分で振り返りながら、次、来年に向かってまた取り

組みを進めていただきたいと思いました。 

 今回の資料の中ではまた新しく、例えば製品の貢献であるとか、海外での貢献量につい

ても、事例だったり、もしくはＣＯ２、具体的に削減量の定量的な評価も追加されたとこ

ろもございまして、そういう取り組みも一歩一歩進んでおりますので、大変よかったので

はないかと思いますが、こちらのほうも現状に満足せず、まだまだ改善できるところもあ

りますし、ほかの業界においてももう少し取り組みができるのではないかというご意見も

あったと思いますので、定量的なことをやろうと思うと少しちゅうちょされるところも多

いかと思いますが、ぜひ意欲的にそういうところをやっていただいて、次に進んでいただ

ければと思いました。 

 ２点目は、やはりこの産業は日本の基幹産業の１つであって、海外に非常に売りに出し

ているという中で、どうやっていい製品が海外で選んでもらえるのかというところをもっ

と追求してほしいというご意見があったかと思います。環境性能だけのアピールでは当然

売れないわけで、コストの問題、プライスの問題が非常に重要ですし、また別の付加価値

を追加する。例えば、この後、話をしたいと思いますが、ＡＩとかＩＴとか、メンテナン

スとか、別のソフトウエア的な部分を付加することによって追加的な価値を生み出して、

もしかしたらもう少し売れる形になるかもしれないというご意見もあったかと思います。

もちろんそのあたりは各業界さん、各メーカーが皆さん努力して、いかに売ろうかという

ことを考えられていると思いますが、その辺も一新していただければと思いました。 

 ただ、そのためにも、今、経済室長から話がありましたけれども、制度をうまく一体的

に売り込むということも重要だと思いますし、別途、金融業界がどのように優遇措置をつ

けるのかとか、そういうところもあわせてセットになって取り組むことによってうまくい

くかもしれないというところがあるので、そのあたりは各業界だけではなくて、政府一体
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となって取り組みを考えていくということが重要なのではないかと思いました。 

 あとは大きいところでいくと、そのほか、グローバルに情報発信とか主張していくとい

うところのいい取り組みを、化石賞はもうおなじみになっているので、別にどうでもいい

とは思いますが、日本の取り組みはまじめにやり過ぎていて、なかなか海外にアピールが

十分行き届いていないという部分もあるかと思いますので、これも業界単独ではなくて、

政府一体となりながら、日本の着実に取り組んでいるところをしっかり世界にアピールし

ていくというのは課題として残っているのだろうと私も思いました。 

 最後、昨年ぐらいから委員の方からかなり強く話があるのが、ＡＩ、ＩｏＴの活用とい

う話で、これも今回いろいろな活用事例もしくは定量的な評価も強化していただいたとは

思いますが、もっといろいろできることがあるのではないかというご意見だったと思いま

すし、私もそういう気がします。これまでの取り組みは部門の中でのＡＩとかＩｏＴによ

るインプルーブメントみたいなところがあったかと思いますけれども、今の時代の変化の

中で、例えばカーシェアとかライドシェアは典型的だと思いますが、社会の仕組みそのも

のを変えそうなインパクトがあるかもしれない。もしくは、例えばオフィスのシェア化と

か、アパレルに関してもシェア化ができる、そういうものはやはりＡＩとかＩｏＴの情報

を使ってシェア化していくということになって、アパレルの量が減るとか、オフィスの量

が減る、もしくは車の量が減るという形になると、全体、そこに滞貨されているエネルギ

ーが減っていって、ＣＯ２が大きく減る可能性がある。もしくは食料ロスみたいなものが

たくさんあって、そこに対してもＡＩとかＩｏＴが活用されることによって食料ロスが減

る。大体食料でＧＨＧ排出量の３割、４割、算定によっては５割ぐらい占めているという

試算もありますので、一方、３割ぐらいロスしているので、情報技術を使うことによって

ロスの削減みたいなものにつながることによって、大きなＣＯ２削減貢献につながるかも

しれないといった議論が特に最近、国際的にも研究者の間でも急速に高まってきている状

況にあります。 

 これも各業界だけではなくて、我々研究者もしっかり評価に携わっていかないといけな

いと思っていますし、我々ＲＩＴＥの話をして申しわけないのですけれども、ＲＩＴＥも

国際機関である、オーストリアにあるＩＩＡＳＡとも連携して、ＩＴとかＡＩ等の技術革

新が社会イノベーションをどう促すのかと。その定量的評価も今取り組みを始めていると

ころでございますので、そういうのを皆さんも少し共有していただいて、今後の議論につ

なげていって、これはまさに環境と経済の両立につながるものでございますので、ぜひ議
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論を深めていければと思ったところでございます。 

 ちょっと時間が過ぎてしまいましたので、以上でまとめとさせていただいて、終わりた

いと思います。本当にありがとうございました。 

 それでは、今後の予定としましては、産業構造審議会及び中央環境審議会の合同会議に

おいて本ワーキンググループの議論の報告を行って、低炭素社会実行計画の審議を行いま

す。各審議会に本ワーキンググループの議事を報告するために、本日の議論の概要を作成

することになりますけれども、その内容については、例年どおり座長である私にご一任い

ただきたいと思いますが、よろしいでしょうか。 

     （「異議なし」の声あり） 

 それでは、そういうこととさせていただきたいと思います。 

 最後に、事務局より連絡事項等があればお願いします。 

○梶川室長  本日はどうもありがとうございました。 

 議事録につきましては、事務局でとりまとめた上で、皆様のご発言を確認いただいた上

でホームページに掲載させていただきたいと思います。 

○秋元座長  それでは、以上で本日の議事を終了したいと思います。本日はありがとう

ございました。 

 

─―了─― 
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